
法人税法別表第二に該当する法人は、下表の通りです。
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NO 名称 備考

1 公益財団法人

2 公益社団法人

3 一般財団法人 非営利型法人に該当するものに限る。

4 一般社団法人 非営利型法人に該当するものに限る。

5 学校法人
私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第六十四条第四項（専 修学校及び
各種学校）の規定により設立された法人を含む。

6 社会福祉法人

7 医療法人
医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第四十二条の二第一項（社会 医療法人）
に規定する社会医療法人に限る。

8 貸金業協会

9 企業年金基金

10 企業年金連合会

11 危険物保安技術協会

12 行政書士会

13 漁業共済組合

14 漁業共済組合連合会

15 漁業信用基金協会

16 漁船保険組合

17 漁船保険中央会

18 勤労者財産形成基金

19 軽自動車検査協会

20 健康保険組合

21 健康保険組合連合会

22 原子力発電環境整備機構

23 高圧ガス保安協会

24 広域臨海環境整備センター

25 厚生年金基金

26 更生保護法人

27 小型船舶検査機構

28 国家公務員共済組合

29 国家公務員共済組合連合会

30 国民健康保険組合

Ｂ-７ NPO法人や公益法人等特例
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NO 名称 備考

31 国民健康保険団体連合会

32 国民年金基金

33 国民年金基金連合会

34 市街地再開発組合

35 自転車競技会

36 自動車安全運転センター

37 司法書士会

38 社会保険労務士会

39 住宅街区整備組合

40 酒造組合

41 酒造組合中央会

42 酒造組合連合会

43 酒販組合

44 酒販組合中央会

45 酒販組合連合会

46 商工会

47 商工会議所

48 商工会連合会

49 商工組合 組合員に出資をさせないものに限る。

50 商工組合連合会 会員に出資をさせないものに限る。

51 商品先物取引協会

52 消防団員等公務災害補償等共済基金

53 職員団体等 法人であるものに限る。

54 職業訓練法人

55 信用保証協会

56 生活衛生同業組合 組合員に出資をさせないものに限る。

57 生活衛生同業組合連合会 会員に出資をさせないものに限る。

58 税理士会

59 石炭鉱業年金基金

60 船員災害防止協会

61 全国健康保険協会

62 全国市町村職員共済組合連合会

63 全国社会保険労務士会連合会

64 全国農業会議所

65 損害保険料率算出団体

66 地方議会議員共済会

67 地方競馬全国協会

68 地方公務員共済組合

69 地方公務員共済組合連合会

Ｂ-７ NPO法人や公益法人等特例
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NO 名称 備考

70 地方公務員災害補償基金

71 中央職業能力開発協会

72 中央労働災害防止協会

73 中小企業団体中央会

74 投資者保護基金

75 独立行政法人
別表第一に掲げるもの以外のもので、国又は地方公共団体以外 の者に対し、利益
又は剰余金の分配その他これに類する金銭の分配を行わない ものとして財務大臣
が指定をしたものに限る。

76 土地改良事業団体連合会

77 土地家屋調査士会

78 都道府県職業能力開発協会

79 都道府県農業会議

80 日本行政書士会連合会

81 日本勤労者住宅協会

82 日本公認会計士協会

83 日本司法書士会連合会

84 日本商工会議所

85 日本消防検定協会

86 日本私立学校振興・共済事業団

87 日本税理士会連合会

88 日本赤十字社

89 日本電気計器検定所

90 日本土地家屋調査士会連合会

91 日本弁護士連合会

92 日本弁理士会

93 日本水先人会連合会

94 認可金融商品取引業協会

95 農業共済組合

96 農業共済組合連合会

97 農業協同組合中央会

98 農業協同組合連合会
医療法第三十一条（公的医療機関の定義）に規定する公 的医療機関に該当する病
院又は診療所を設置するもので政令で定める要件を満 たすものとして財務大臣が
指定をしたものに限る。

99 農業信用基金協会

100 農水産業協同組合貯金保険機構

101 負債整理組合

102 弁護士会

103 保険契約者保護機構

104 水先人会

105 輸出組合 組合員に出資をさせないものに限る。

106 輸入組合 組合員に出資をさせないものに限る。

107 預金保険機構

108 労働組合 法人であるものに限る。

109 労働災害防止協会

Ｂ-７ NPO法人や公益法人等特例


